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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第14期

第１四半期連結
累計(会計)期間

第13期

会計期間

自平成20年
６月１日
至平成20年
８月31日

自平成19年
６月１日
至平成20年
５月31日

売上高（千円） 10,668,839 47,448,540

経常利益

又は経常損失（△）（千円）
△619,114 984,830

当期純利益

又は四半期純損失（△）（千円）
△622,444 545,752

純資産額（千円） 4,931,458 5,637,621

総資産額（千円） 34,243,316 39,229,992

１株当たり純資産額（円） 80,186.31 91,668.65

１株当たり当期純利益金額

又は四半期純損失金額（△）

（円）

△10,121.05 8,901.24

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ －

自己資本比率（％） 14.4 14.4

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
4,411,223 4,392,706

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△1,561 △104,668

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△4,248,777 △3,605,334

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円）
1,348,375 1,187,491

従業員数（人） 255 270

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については

記載しておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．第13期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が

　　存在しないため記載しておりません。また、第14期第１四半期連結累計（会計）期間の潜在株式調整

　　後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損失であ

　　るため記載しておりません。
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２【事業の内容】

　当第１四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

　

　

　

　

３【関係会社の状況】

　当第１四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

　

　

　

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

　 平成20年８月31日現在

従業員数（人） 255  

　（注）従業員数は就業人員数であります。

　

(2）提出会社の状況

　 平成20年８月31日現在

従業員数（人） 141  

　（注）従業員数は就業人員数であります。
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第２【事業の状況】

１【仕入及び販売の状況】

（1）仕入実績

当第１四半期連結会計期間における仕入実績の内訳は、次のとおりであります。

　

　当第１四半期連結会計期間

（自　平成20年６月１日　　　　

　　至　平成20年８月31日）　

　事業の種類別セグメント　 仕入件数　　 仕入高（千円）

 中古マンション再生流通事業 225 3,547,724

 その他不動産事業 5 301,752

合　計 230 3,849,477

 （注）1．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

2．その他不動産事業は、ビル・戸建・土地等に係る仕入高を計上しております。

3．仕入高は販売用不動産本体価格を表示し、仕入仲介手数料等の付随費用は含まれておりません。

　

（2）販売実績

当第１四半期連結会計期間における販売実績の内訳は、次のとおりであります。

　

　当第１四半期連結会計期間

（自　平成20年６月１日　　　　

　　至　平成20年８月31日）　

事業の種類別セグメント　 販売件数　 販売高（千円）

 中古マンション

再生流通事業

物件販売 362 10,227,881

賃貸収入 － 105,748

 その他収入 － 26,009

小　計 362 10,359,638

 その他不動産事業

物件販売 3 59,355

賃貸収入 － 195,710

 その他収入 － 54,135

小　計 3 309,200

合　計 365 10,668,839

 （注）1. 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

 　　　2. その他不動産事業は、ビル・戸建・土地等に係る売上高を計上しております。

 　　　3. 当社は、引渡し基準により売上高を計上しております。

　

（3）契約実績

当第１四半期連結会計期間における中古マンション再生流通事業の契約実績の内訳は、次のとおりであります。

　

　当第１四半期連結会計期間

（自　平成20年６月１日　　　　

　　至　平成20年８月31日）　　

　事業の種類別セグメント 期首契約残件数　 期中契約件数　 期中引渡件数　 期末契約残件数　

 中古マンション再生流通事業 108 334 362 80

 合　計 108 334 362 80

　（注）　契約残件数は、不動産売買契約を締結したもののうち、引渡しがなされていないものであります。
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２【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

　

　

　

３【財政状態及び経営成績の分析】

（1）業績の状況

当第１四半期連結会計期間（平成20年６月１日～平成20年８月31日）におけるわが国経済は、原油や一次産品な

どの原材料価格の高騰による物価上昇圧力が高まり、加えてサブプライム問題の長期化に伴う国際的な金融不安が

強まる中、企業業績の悪化による設備投資が減少し、また所得の低迷から個人消費が落ち込んでおり、景況感はさら

に厳しさを増してきました。

　 首都圏におけるセカンダリー（中古）マンション市場は、昨年来の都心部の高額物件を中心とした物件価格の高

騰、ピークアウトを経て、年明け以降、一転して価格調整局面へと変化しており、在庫の早期売却を要する極めて厳

しい状況となっております。

　このような市場環境の変化に対応し、当社グループでは、前期から引き続き総資産の圧縮、財務体質の強化を目的

に、滞留物件の早期販売を促進し商品回転率を高めていくことで、たな卸資産の圧縮に注力してまいりました。

　　当第１四半期におけるリノヴェックスマンションの販売は、ボリュームゾーン（最多価格帯）である２千万円前後

の物件が、安定した実需を背景に、前年同四半期を上回る販売件数で推移いたしましたが、とりわけ都心部の高額物

件については、年明け以降、取引が停滞する状況が続いております。

利益面では、市況の下落傾向に対応し引き続き価格調整を行ったことにより、物件当たりの粗利益率が大幅に低

下いたしました。加えて、売上原価に棚卸評価損を6億27百万円計上いたしました。これらによりまして、当第１四半

期の売上総利益が大幅に減少し、その影響により、営業損失及び経常損失となりました。また、特別損失として、投資

有価証券の評価損を87百万円計上いたしました。

一方、総資産の圧縮の進捗状況といたしましては、早期の物件販売を促進し、仕入調整を実施したことにより、た

な卸資産が順調に減少し、総資産の圧縮に取り組み始めた前第１四半期末の総資産443億円から101億円減少し、当

第１四半期末は342億円となりました。当期末の目標でありました総資産350億円を下回る水準を達成し、早いペー

スで圧縮が進展いたしました。これに伴い、有利子負債が前年同四半期比で93億円の削減が図られ、財務体質の向上

を図ることができました。

このような結果、当第１四半期連結会計期間における業績は、売上高106億68百万円、営業損失4億円、経常損失6億

19百万円、四半期純損失6億22百万円となりました。

　

　事業の種類別セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。

　

　（中古マンション再生流通事業 〔リノヴェックスマンション事業〕）

　当事業部門におきまして、物件販売による売上は、販売件数が362件と堅調に推移し、売上高は102億27百万円とな

りました。また、マンションによる賃貸収入売上は、一定水準の安定した物件保有により売上高が1億5百万円となり

ました。また、その他収入売上につきましては、子会社株式会社インテリックス住宅販売の不動産仲介手数料等によ

り26百万円となりました。

　これらの結果、当事業部門の売上高が103億59百万円、営業損失は3億10百万円となりました。

　

　（その他不動産事業）

　当事業部門におきましては、その他不動産（ビル、戸建、土地等）の物件販売は、不動産市況の急激な悪化を受け

て、その売上高は59百万円となりました。また、その他不動産による賃貸収入売上は、1億95百万円、その他収入売上

は54百万円となりました。

これらの結果、当事業部門の売上高が3億9百万円、営業利益は38百万円となりました。
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（2）キャッシュ・フローの状況

当第１四半期連結会計期間におけるキャッシュ・フローは、営業活動によるキャッシュ・フローにおいて、税金

等調整前四半期純損失を7億13百万円計上したものの、総資産の圧縮に向け、物件販売を促進したことによる、たな

卸資産の減少51億33百万円を主な要因として44億11百万円の収入超過となりました。投資活動によるキャッシュ・

フローは、固定資産の取得等により1百万円の支出超過となりました。また、財務活動によるキャッシュ・フローは、

短期借入金の純減少額25億6百万円、長期借入金の返済による支出25億32百万円となった一方で、長期借入れによる

収入10億31百万円となったことにより、42億48百万円の支出超過となりました。

以上により、当第１四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べ1億60百万円

増加し13億48百万円となりました。

（3）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第１四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

　

　（4）研究開発活動

該当事項はありません。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

　

　

　

(2）設備の新設、除却等の計画

　当第１四半期連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変

更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 175,000

計 175,000

　

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成20年8月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成20年10月14日）

上場金融商品取引所名又は登
録認可金融商品取引業協会名

内容

普通株式 61,500 61,500 東京証券取引所（市場第二部） －

計 61,500 61,500 － －

（２）【新株予約権等の状況】

旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

　　　　平成17年８月25日定時株主総会決議

　
第１四半期会計期間末現在

 （平成20年８月31日）

 新株予約権の数（個） 1,151

 新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － 

 新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

 新株予約権の目的となる株式の数(株) 1,151

 新株予約権の行使時の払込金額(円) 323,843

 新株予約権の行使期間
平成19年９月１日から

平成22年８月31日まで

 新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額(円)

 発行価格　　　　　　　　323,843

 資本組入額　　　        161,922

 新株予約権の行使の条件

 権利行使時において、当社並びに当社子会社の取締役、監査

役、顧問及び従業員の地位にあることを要する。

 ただし取締役の再任や従業員の取締役への昇任、当社並び

に当社子会社間の転籍、その他取締役会が正当な理由があ

ると認めた場合はこの限りではない。

  その他の条件については、当社における定時株主総会決

議及び新株予約権発行の取締役会決議に基づき、当社と新

株予約権の割当を受ける者との間で締結した「新株予約権

申込証兼割当契約書」によるものとする。

 新株予約権の譲渡に関する事項  新株予約権を譲渡する場合は取締役会の承認を要する。

 代用払込みに関する事項 － 

 組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － 
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（３）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。　

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成20年６月１日～

平成20年８月31日　
－ 61,500 － 1,136,152 － 1,245,001

（５）【大株主の状況】

　大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりませ

ん。

　

（６）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成20年５月31日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

①【発行済株式】

　 平成20年８月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他）  － －

完全議決権株式（自己株式等） － － －

完全議決権株式（その他） 　普通株式　   61,500 61,496 －

単元未満株式 － － －

発行済株式総数 61,500 － －

総株主の議決権 － 61,496 －

　（注）「完全議決権株式（その他）」の株式数の欄には、証券保管振替機構名義の株式が４株含まれておりますが、当該

株式に係る議決権４個については、議決権の数の欄からは除いております。

②【自己株式等】

　 平成20年８月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

－ － － － － －

計 － － － － －

　

EDINET提出書類

株式会社インテリックス(E04036)

四半期報告書

 9/23



２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成20年
６月

７月 ８月

最高（円） 75,300 51,500 47,850

最低（円） 46,800 40,800 23,550

  （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第１四半期連結累計期間（平成20年６月１日から平

成20年８月31日まで）に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けて

おります。

  なお、新日本監査法人は、監査法人の種類の変更により、平成20年７月１日をもって新日本有限責任監査法人となり

ました。　
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成20年８月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年５月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,393,947 1,233,063

売掛金 18,465 19,719

販売用不動産 23,789,766 27,542,138

仕掛販売用不動産 ※2
 2,270,886

※2
 3,652,407

前渡金 137,650 137,356

繰延税金資産 475,272 317,236

その他 236,220 265,312

貸倒引当金 △4,600 △4,718

流動資産合計 28,317,609 33,162,517

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） ※1
 1,555,814

※1
 1,571,582

土地 3,270,732 3,270,732

その他（純額） ※1
 25,779

※1
 27,432

有形固定資産合計 4,852,326 4,869,747

無形固定資産

借地権 467,663 467,663

その他（純額） 8,858 9,674

無形固定資産合計 476,521 477,338

投資その他の資産

投資有価証券 196,523 216,423

繰延税金資産 10,880 92,583

敷金及び保証金 251,481 272,489

その他 144,251 148,410

貸倒引当金 △6,277 △9,517

投資その他の資産合計 596,858 720,388

固定資産合計 5,925,706 6,067,474

資産合計 34,243,316 39,229,992
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（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成20年８月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年５月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 426,813 365,647

短期借入金 ※3
 12,867,100

※3
 15,373,180

1年内返済予定の長期借入金 7,522,003 7,146,622

1年内償還予定の社債 962,000 252,000

未払法人税等 15,673 86,144

前受金 124,126 157,847

その他 672,433 785,849

流動負債合計 22,590,149 24,167,291

固定負債

社債 346,000 1,182,000

長期借入金 5,695,146 7,571,643

役員退職慰労引当金 － 142,386

その他 680,561 529,048

固定負債合計 6,721,708 9,425,078

負債合計 29,311,858 33,592,370

純資産の部

株主資本

資本金 1,136,152 1,136,152

資本剰余金 1,245,001 1,245,001

利益剰余金 2,550,304 3,295,749

株主資本合計 4,931,458 5,676,902

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 － △39,281

評価・換算差額等合計 － △39,281

純資産合計 4,931,458 5,637,621

負債純資産合計 34,243,316 39,229,992
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：千円）

当第１四半期連結累計期間
(自　平成20年６月１日
　至　平成20年８月31日)

売上高 10,668,839

売上原価 ※1
 10,249,053

売上総利益 419,785

販売費及び一般管理費 ※2
 820,162

営業損失（△） △400,377

営業外収益

受取利息 1,071

受取配当金 2,295

受取違約金 4,500

受取保険金 687

持分法による投資利益 2,220

その他 1,516

営業外収益合計 12,290

営業外費用

支払利息 197,380

支払手数料 30,539

その他 3,107

営業外費用合計 231,027

経常損失（△） △619,114

特別利益

貸倒引当金戻入額 2,117

特別利益合計 2,117

特別損失

固定資産処分損 358

投資有価証券評価損 87,690

店舗閉鎖損失 8,313

特別損失合計 96,361

税金等調整前四半期純損失（△） △713,358

法人税、住民税及び事業税 12,368

法人税等調整額 △103,281

法人税等合計 △90,913

四半期純損失（△） △622,444
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

当第１四半期連結累計期間
(自　平成20年６月１日
　至　平成20年８月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △713,358

減価償却費 19,122

持分法による投資損益（△は益） △2,220

繰延消費税等償却額 69

貸倒引当金の増減額（△は減少） △3,357

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 6,978

受取利息及び受取配当金 △3,366

支払利息 197,380

投資有価証券評価損益（△は益） 87,690

固定資産除却損 358

売上債権の増減額（△は増加） 1,254

たな卸資産の増減額（△は増加） 5,133,892

前渡金の増減額（△は増加） △293

仕入債務の増減額（△は減少） 61,166

未払消費税等の増減額（△は減少） △41,590

その他の資産の増減額（△は増加） 38,192

その他の負債の増減額（△は減少） △110,528

小計 4,671,389

利息及び配当金の受取額 4,026

利息の支払額 △186,807

法人税等の支払額 △77,385

営業活動によるキャッシュ・フロー 4,411,223

投資活動によるキャッシュ・フロー

固定資産の取得による支出 △1,596

その他 34

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,561

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △2,506,080

長期借入れによる収入 1,031,500

長期借入金の返済による支出 △2,532,616

社債の償還による支出 △126,000

配当金の支払額 △115,581

財務活動によるキャッシュ・フロー △4,248,777

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 160,883

現金及び現金同等物の期首残高 1,187,491

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 1,348,375

EDINET提出書類

株式会社インテリックス(E04036)

四半期報告書

15/23



【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第１四半期連結会計期間
（自　平成20年６月１日
至　平成20年８月31日）

　会計処理基準に関する事項　　

の変更

　リース取引に関する会計基準の適用

　　所有権移転外ファイナンス・リース取

引については、従来、賃貸借取引に係る

方法に準じた会計処理によっておりま

したが、「リース取引に関する会計基

準」（企業会計基準第13号（平成５年

６月17日（企業会計審議会第一部会）、

平成19年３月30日改正））及び「リー

ス取引に関する会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第16号（平成

６年１月18日（日本公認会計士協会　会

計制度委員会）、平成19年３月30日改

正））が平成20年４月１日以後開始す

る連結会計年度に係る四半期連結財務

諸表から適用することができることに

なったことに伴い、当第１四半期連結会

計期間からこれらの会計基準等を適用

し、通常の売買取引に係る会計処理に

よっております。また、所有権移転外

ファイナンス・リース取引に係るリー

ス資産の減価償却の方法については、

リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法を採用しております。

　　なお、リース取引開始日が適用初年度開

始前の所有権移転外ファイナンス・

リース取引については、引き続き通常の

賃貸借取引に係る方法に準じた会計処

理によっております。

　これに伴う損益に与える影響はありま

せん。

【簡便な会計処理】

当第１四半期連結会計期間（自　平成20年６月１日　至　平成20年８月31日）

　　該当事項はありません。
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【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

当第１四半期連結会計期間（自　平成20年６月１日　至　平成20年８月31日）

　　該当事項はありません。

【追加情報】

　
当第１四半期連結会計期間
（自　平成20年６月１日
至　平成20年８月31日）

１．有形固定資産の耐用年数

の変更

　当社の機械装置については、従来、耐用年

数を15年としておりましたが、当第１四半

期連結会計期間より法人税法の改正を契

機とし見直しを行い、10年に変更しており

ます。

これによる損益に与える影響及びセグ

メントに与える影響は軽微であります。

２．役員退職慰労引当金 　平成20年８月21日開催の当社株主総会に

おいて、取締役及び監査役に対する退職慰

労金制度の廃止に伴い、退任時に在任期間

に応じた退職慰労金を打切り支給するこ

とが承認されました。これに伴い、役員退

職慰労引当金の全額を固定負債の「その

他」に含めて表示しております。

EDINET提出書類

株式会社インテリックス(E04036)

四半期報告書

17/23



【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第１四半期連結会計期間末
（平成20年８月31日）

前連結会計年度末
（平成20年５月31日）

※１　有形固定資産の減価償却累計額は、259,777千円であ

ります。

※１　有形固定資産の減価償却累計額は、243,585千円であ

ります。

※２　担保資産

　　　担保に供されている資産で、事業の運営において重要

なものであり、かつ、前連結会計年度の末日に比べて

著しい変動が認められるものは、次のとおりでありま

す。 

※２　担保資産

仕掛販売用不動産 248,028千円 仕掛販売用不動産 1,796,269千円

※３　短期借入金のうち2,574,000千円については、大手金

融機関をエージェントとするリボルビング・クレ

ジット・ファシリティ契約（総貸付極度額4,500,000

千円）に基づくものであり、本契約の財務制限条項の

前連結会計年度の充足状況につきましては、次のとお

りであります。

　下記の①及び②並びに④は基準値を充足しておりま

すが、③のインタレスト・カバレッジ・レシオについ

てのみ、連結が２．２２倍、単体が１．９７倍となり、

２．５倍以上の基準値を下回ることとなり、期限の利

益喪失要件に該当いたしました。ただし、当社は、平成

20年７月８日付で、同金融機関より期限の利益喪失に

関して猶予する旨の回答を得ております。なお、本契

約期間は平成19年９月28日から平成20年９月26日で

あります。　

　（本契約における財務制限条項）

　① 貸借対照表（連結・単体）の純資産の部の金額を平

成19年５月期決算期末における貸借対照表（連結

・単体）の純資産の部の金額の80％以上に維持す

ること。

　② 損益計算書（連結・単体）上の営業損益、経常損益

及び税引後当期損益につき、損失を計上しないこ

と。

　③ インタレスト・カバレッジ・レシオ（連結・単

体）を２．５倍以上に維持すること。（インタレ

スト・カバレッジ・レシオとは、（営業利益＋受

取利息＋配当金）÷（支払利息＋割引料））

　④ 貸借対照表（連結・単体）上の有利子負債を平均月

商の１２倍以下とすること。　

※３　短期借入金のうち4,328,800千円については、大手金

融機関をエージェントとするリボルビング・クレ

ジット・ファシリティ契約（総貸付極度額4,500,000

千円）に基づくものであり、本契約の財務制限条項の

当連結会計年度の充足状況につきましては、次のとお

りであります。

　下記の①及び②並びに④は基準値を充足しておりま

すが、③のインタレスト・カバレッジ・レシオについ

てのみ、連結が２．２２倍、単体が１．９７倍となり、

２．５倍以上の基準値を下回ることとなり、期限の利

益喪失要件に該当いたしました。ただし、当社は、平成

20年７月８日付で、同金融機関より期限の利益喪失に

関して猶予する旨の回答を得ております。なお、本契

約期間は平成19年９月28日から平成20年９月26日で

あります。　

　（本契約における財務制限条項）

　① 貸借対照表（連結・単体）の純資産の部の金額を平

成19年５月期決算期末における貸借対照表（連結

・単体）の純資産の部の金額の80％以上に維持す

ること。

　② 損益計算書（連結・単体）上の営業損益、経常損益

及び税引後当期損益につき、損失を計上しないこ

と。

　③ インタレスト・カバレッジ・レシオ（連結・単

体）を２．５倍以上に維持すること。（インタレ

スト・カバレッジ・レシオとは、（営業利益＋受

取利息＋配当金）÷（支払利息＋割引料））

　④ 貸借対照表（連結・単体）上の有利子負債を平均月

商の１２倍以下とすること。　
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（四半期連結損益計算書関係）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成20年６月１日
至　平成20年８月31日）

※１　売上原価に含まれるたな卸資産の収益性の低下によ

る簿価切下げ額は次のとおりであります。

  627,885千円

※２　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

販売仲介手数料 259,790千円

給与手当 247,508千円

役員退職慰労引当金繰入額 7,072千円

　

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成20年６月１日
至　平成20年８月31日）

※１．現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成20年８月31日現在）

　 （千円）

現金及び預金勘定  1,393,947 

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △45,572 

現金及び現金同等物  1,348,375 

　

（株主資本等関係）

当第１四半期連結会計期間末（平成20年８月31日）及び当第１四半期連結累計期間（自　平成20年６月１日　至　

平成20年８月31日）

１．発行済株式の種類及び総数

　　普通株式  61,500株

２．配当に関する事項

 　　配当金支払額

（決議）

株式の種類
配当金の総額

（千円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成20年７月10日
取締役会

普通株式 123,000 2,000  平成20年５月31日  平成20年８月６日
利益剰余

金
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

当第１四半期連結累計期間（自　平成20年６月１日　至　平成20年８月31日）

　
中古マンショ
ン再生流通事
業（千円）

その他不動産
事業（千円）

計（千円）
消去又は全社
（千円）

連結（千円）

売上高      

(1）外部顧客に対する売上高 10,359,638 309,200 10,668,839 － 10,668,839

(2）セグメント間の内部売上高又

は振替高
－ － － － －

計 10,359,638 309,200 10,668,839 － 10,668,839

営業利益又は営業損失（△） △310,415 38,013 △272,401 △127,975 △400,377

　（注）事業区分の方法及び各区分に属する主要な製品等の名称

事業区分は、事業内容を勘案して次のとおりに区分しております。

(1）中古マンション再生流通事業……中古マンションを購入し再生させて販売する事業。

(2）その他不動産事業……ビル・戸建・土地の売買及び不動産賃貸等の不動産関連事業。

【所在地別セグメント情報】

　当第１四半期連結累計期間（自　平成20年６月１日　至　平成20年８月31日）

　本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。

【海外売上高】

　当第１四半期連結累計期間（自　平成20年６月１日　至　平成20年８月31日）

　海外売上高がないため、該当事項はありません。

（有価証券関係）

当第１四半期連結会計期間末（平成20年８月31日）

　その他有価証券で時価のあるものが、事業の運営において重要なものとなっており、かつ、前連結会計年度の末日に比べ

て著しい変動が認められます。

　

 取得原価（千円）
四半期連結貸借対照

表計上額（千円）
差額（千円）

(1）株式 71,410 71,410 －

(2）債券 － － －

(3）その他 － － －

合計 71,410 71,410 －

（注）当四半期会計期間において、その他有価証券で時価のある株式について87,690千円の減損処理を行っております。

（デリバティブ取引関係）

当第１四半期連結会計期間（自　平成20年６月１日　至　平成20年８月31日）

　　著しい変動がないため記載を省略しております。

　

　

（ストック・オプション等関係）

当第１四半期連結会計期間（自　平成20年６月１日　至　平成20年８月31日）

　該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第１四半期連結会計期間末
（平成20年８月31日）

前連結会計年度末
（平成20年５月31日）

　 80,186.31円 　 91,668.65円

２．１株当たり四半期純損失金額

当第１四半期連結累計期間
（自　平成20年６月１日
至　平成20年８月31日）

１株当たり四半期純損失金額（△） △10,212.05円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純

損失であるため記載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
当第１四半期連結累計期間
（自　平成20年６月１日
至　平成20年８月31日）

１株当たり四半期純損失金額  

四半期純損失（△）（千円） △622,444

普通株主に帰属しない金額（千円） －

普通株式に係る四半期純損失（△）（千円） △622,444

期中平均株式数（株） 61,500

（重要な後発事象）

当第１四半期連結会計期間（自　平成20年６月１日　至　平成20年８月31日）

　　該当事項はありません。

（リース取引関係）

当第１四半期連結会計期間（自　平成20年６月１日　至　平成20年８月31日）

　　著しい変動がないため記載を省略しております。

　

　

　

２【その他】

 平成20年７月10日開催の取締役会において、前期期末配当に関し、次のとおり決議いたしました。

（1）期末配当による配当金の総額・・・・・・・・・・123,000千円

（2）１株当たりの金額・・・・・・・・・・・・・・・2,000円

（3）支払請求の効力発生日及び支払開始日・・・・・・平成20年８月６日
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成20年10月10日

株式会社インテリックス

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 草　加　健　司　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 矢田堀　浩　明　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社インテリッ

クスの平成20年６月１日から平成21年５月31日までの連結会計年度の第１四半期連結累計期間（平成20年６月１日から平

成20年８月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連

結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監

査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社インテリックス及び連結子会社の平成20年８月31日現在の財政

状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示してい

ないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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